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２ 競争参加資格
、、 第34号と同じ。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて平成31年度「物品の販売」のＡ、Ｂ又は
Ｃの等級に格付けされている者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点における本
事業団が定める基準を満たす者であること。
 本事業団の定める事前提出書類を期限まで
に提出し、必要な要件を満たすことを証明し
た者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1138441 東京都文京区湯島一丁目７番
５号 日本私立学校振興・共済事業団 財務
部契約課 今井 隆裕 電話0338135365
 第34号と同じ。
 入札説明会の日時及び場所 開催しない。
 入札書の受領期限 平成31年４月22日午後
２時、郵送又は使者による入札の場合は平成
31年４月16日午後５時必着とする。
 開札の日時及び場所 平成31年４月22日午
後２時 日本私立学校振興・共済事業団大阪
会館「大阪ガーデンパレス」

４ その他
～ 第34号と同じ。
 落札者の決定方法 日本私立学校振興・共
済事業団会計規程第35条第１項に基づき作成
された予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った者を落札者とす
る。ただし、適切な契約の履行が困難とされ
るとき又は公正な取引秩序を乱す恐れのある
ときはこの入札者を落札者とせず、この入札
者以外のうち最低の価格による入札者を落札
者とすることがある。
、 第34号と同じ。
５ Summary

 The same as the Notice Above. (No. 34)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

required : Electricity to be used in Osaka

Hall Osaka Garden Palace office of

PMAC : Electricity contract 530kW, the es‑

timated electricity of the year 2,717,300kWh

 Fulfillment period : From 1, July, 2019 th‑

rough 30, June, 2020

 Fulfillment place : As in the tender manu‑

al.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

～ The same as the Notice Above.

(No. 34)

 have the Grade A, B or C sales of pro‑

duct in terms of the qualification for par‑

ticipating in tender by every ministry and

agency of Japan in the fiscal years 2019.

 have registered as a retail electric en‑

terprise in accordance with Article 22
of the Electricity Utilities Industry Law.

 Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO2.

 prove to have met the qualification re‑

quirements which the PMAC specify.

 Time‑limit of tender : 2 : 00 PM 22 April,

2019. The tender documents must reach us

without fail by 5 : 00 PM 16 April, 2019.

Whether they are mailed or brought to us

by a messenger.

 Contact point for the notice : Contract

Div., Finance and Accounting Dept. PMAC,

175 Yushima Bunkyo‑ku Tokyo 113
8441 Japan TEL 0338135365

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 31 年２月４日
契約責任者
日本郵便株式会社東海支社長 山﨑 雅明

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 23
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社浜松西郵
便局で使用する電気（予定）1637352kWh
 特質等 仕様書による。
 供給期間 平成31年６月１日から平成32年
５月31日まで（自動更新条項付。最大４回）

 供給場所 仕様書のとおり
 入開札の日時及び場所 平成31年４月10日
午後２時00分 日本郵便株式会社名古屋西郵
便局４階会議室

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。
 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算開始を命じられ、若しく
は同清算開始の申立をされ、又は破産法の破
産手続開始、会社更生法の更生手続開始若し
くは民事再生法の再生手続開始の申立をし、
若しくはされた者。但し、手続終結者を除く。
 反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務
参加希望者は入札説明書に示す資料等を平成
31年３月29日午前11時00分までに下記４に示す
場所に提出すること。
４ 問合せ先
〒4518901 愛知県名古屋市西区天神山町４
番５号 日本郵便株式会社東海支社名古屋共通
事務集約センター担当 近藤 直人 電話
0525084721
５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札条件に違反した入札
 手続で使用する言語・通貨
日本語・日本国通貨

 契約保証金 不要
 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Contracting entity : Masaaki Yamazaki,

Director of Tokai Regional Office, Japan

Post Co., Ltd.

 Classification of the goods to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 1,637,352kWh Electricity

to be used in Hamamatunishi Post Office

 Supply period : From 1 June 2019 through

31 May 2020

 Supply place : By specification

 Time limit for tender : 11 : 00 AM 29

March 2019

 Contact point for the notice : Tokai Re‑

gional Office, Japan Post Co., Ltd. 45
Tenjinyama‑Cho, Nishi‑Ku, Nagoya‑City,

Aichi 4518901 TEL 0525084721

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 31 年２月４日

契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
常務執行役 小野寺敦子

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 競争に付する事項 セミナー・相談会ＷＥ
Ｂ受付システムの提供
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から平成32年３月31
日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札・開札の日時及び場所 平成31年２月
20日午後１時20分 日本郵政グループ入札室
東京都千代田区大手町二丁目３番１号３階

２ 競争参加資格
 下記ア、イ、ウ、エ及びオに該当しない者
であること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記の各号の一に該当すると認められる
者でその事実があった後２年間を経過して
いない者。代理人、支配人その他の使用人
として使用する者についても同様とする。
 契約の履行にあたり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者


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